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はじめに
これまでみてきたように，脆弱な国立公園管理機構と貧弱な財政という
国立公園の構造的特質に災いされて，高度経済成長期の国立公園行政当局
は，自然公園法にある自然保護の主旨を生かして，国立公園の自然保護を
十分に果たしてこなかった。
しかし国立公園行政当局は，そうした国立公園の構造的特質に制約され
ながらも，自然公園法の自然保護理念を生かすべく，悪戦苦闘しながら，
国立公園の自然保護策を探求し，一定の政策を実施してきたことも事実で
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ある。
これまで私は，わが国の国立公園制度の欠陥，弱点を強調してきたので
あるが，本章では，高度経済成長期の国立公園行政当局が，国立公園の自
然を保護するために努力してきた足跡を明らかにし，わが国の国立公園制
度のもつポテンシャルに言及してみたい。逆に幾つかの重要な国立公園内
の観光開発計画を安易に認可して自然破壊への道を開いたかをも明らかに
しておきたい。
（１）自然公園法の若干の改正
1957年に自然公園法が制定され，1971年に環境庁が設置されて国立公園
行政が環境庁自然保護局に再編されるまでに，自然公園法そのものは，基
本的には何ら変更されることはなかった。
1965年，67年の自然公園審議会は，すでに検討してきたように国立公園
の自然保護のあり方について注目すべき提言をおこなった。しかしそのほ
とんどが環境庁自然保護局下の課題となった（1）。
その提言の中で，高度成長期にごくわずかなものが法的に実施された。
その一つは，土地買収のための法整備であった。1965年11月に自然公園審
議会は，「自然公園行政の基本に関する中間答申」で，「自然公園たるにふ
さわしい保護をはかるために，その代償として土地所有者の申出によって
土地を買取る措置を講ずる必要がある」と提言した（2）。
国立公園行政当局は，さっそく「厚生科学研究費」をもって「自然公園
法における公用制限に対する補償の算定方式に関する研究」を開始し，土
地買収のための法整備をおこなった（3）。
1967年に富士箱根伊豆国立公園内の箱根仙石原の地主から別荘分譲地
造成許可申請が出された。国立公園行政当局は，その許可申請を認めがた
いと判断したが，法的に争うことを避け，「国費と県費によって買い上げる
方が，国立公園の保護のために望ましいとの神奈川県の強い意向をうけ，
その結果，損失補償制度を補完し，私権救済措置として関係都道府県に対
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する補助金（1/2）制度による土地の公有化」を実現した（4）。
この制度は，環境庁設立後，交付金制度による民有地買上げの措置が出
来るまで続けられ，要した事業費は，４億9229万円（補助金額２億4541万
円）で，５公園内の特別地区７地区，358.4ヘクタール，僅かな地域であっ
たが，自然保護のための公有化がみられた（5）。
小さな対応だったが，自然保護政策の一つとしてその意義は小さくはな
かった。
1962年の第１回世界国立公園会議で「海の生物を保護するため，海中公
園または保護地の設定について検討されたい」という勧告が出されたが，
国立公園行政当局は，この勧告を受けて後の1964年に，「厚生科学研究費」
による「海中公園の設定に関する研究」をおこない，日本自然保護協会も，
「海中公園調査会」を設立して，現地調査をおこなった（6）。
その調査報告にあるように「わが国土は，南は沖縄から北は北海道まで
海岸線が長く，暖流系の黒潮及び対馬暖流と寒流系の親潮に洗われ，亜熱
帯区の熱帯魚の群遊するサンゴ礁景観から温帯区を経て，亜寒帯区の海そ
う林景観まで，海中動植物の種類多く，極めて変化に富んでいる」（7）。
1967年に財団法人「海中公園センター」が設立され，長い間海中公園設
立のために尽くしていた田村剛が理事長に就任し，自然公園体系の中に「海
中公園」制度を導入する準備がすすめられた。
こうして1970年５月に自然公園法が改正され，その後，全国10国立公園
内に，27海中公園地区1065.8ヘクタール，13国定公園内に30地区1319ヘク
タールが指定された（8）。
これも小さな対応だったが，海洋国日本の自然保護政策の一つとしてそ
の意義が小さくはなかった。
また1970年12月に公害対策基本法の制定にともなって，「国立公園等の
区域内の公共の場所における清潔の保持」に関する条項と「湖沼等への排
水規制の項目」など生態系保持のための汚水等の排出規制を加える自然公
園法の改正がおこなわれた（9）。これらの問題は，1970年代に具体化する。
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ただし高度経済成長期に既存の法体制の中で，国立公園行政当局がおこ
なった注目すべき自然保護政策として，改めて論じておくべき問題がある。
第１の問題は，幾つかの貴重な地域が，新たに国立公園に指定されたり，
既存の国立公園に加えられたことである。
第２の問題は，おもに既存の国立公園内や新設の国立公園内の貴重な地
域が特別保護地区に指定されたことである。
第３の問題は，高度経済成長期において厚生省が承認にしてき多くの開
発計画とは別に，国立公園行政当局が，以前と同様かそれに近い幾つかの
開発計画を不許可にし，国立公園内の貴重な自然，景観を保護したことで
ある。ただしこの問題については，別途，章をあらためて詳論する。
（２）自然保護のための国立公園の新たな指定と指定準備
高度経済成長期に自然公園法体制のもとで国立公園行政当局がおこなっ
た国立公園の一般的な拡大政策については，すでに言及してきた（1）。ここ
で強調しておきたいのは，新しく指定された国立公園と既存の国立公園に
新たに付け加えられた地域が，国立公園内の自然保護にとくに積極的な意
注
（１）拙稿「高度成長期における自然公園法下の国立公園制度の基本的枠組み」，
『経済志林』2013年３月，第80巻第２号，参照。
（２）自然公園審議会「自然公園行政の基本に関する中間答申」，『国立公園』
1966年９月，No.201・2，35頁
（３）前掲『自然保護行政のあゆみ』，145頁。
（４）同上，145頁。
（５）同上，146頁。
（６）同上，146－7頁。
（７）同上，147頁。
（８）同上，149頁。
（９）同上，459頁。
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義があると思われるものについてである。
1961年11月に自然公園審議会は，知床，南アルプス，白山国定公園，山
陰海岸国定公園を新たに国立公園の候補地にするよう答申し，その後その
４地域は国立公園に指定された（2）。それらの内，白山国定公園，知床，南
アルプスの国立公園指定は，自然保護の面からとくに積極的な意味があっ
た。
北陸地方にあって，古くから信仰の山として広く民衆に崇められてきた
白山は，1954年に国定公園に指定されていたが，1961年11月に自然公園
審議会の「国立公園の体系整備」についての「答申」で，国立公園に格上
げすることが決定された後，他の地域に先んじて1962年11月に国立公園に
指定された（3）。
1961年11月の自然公園審議会の「答申」は，白山一帯をつぎのように特
徴づけた。
「地質的には中性代のジュラ紀を代表する手取層を主体とし，これを角内
安山岩，輝石安山岩等の火山岩が貫いていることであり，日本最古の化石
林と言われるジュラ紀硅化群がみられる。地形的には，トロイデ，コニー
デ，火口湖等があり，変化にとんでいる。山頂に近い千蛇ヶ池は，吾が国
唯一の亜寒帯湖で，夏も氷雪に閉ざされている。」「植物は，ブナ，カエデ
の原生林，アオモリトドマツ林が美事で，山頂一帯はハイマツ，高山植物
の大群落におおわれ，カモシカ，クマも棲息し，原始性にとんでいる。」
そして国立公園指定と共に，「これらの森林と高山植物帯を含む１万
8000ヘクタールに及ぶ広大な地域」，公園区域全体の約38％が特別保護地
区に指定され，「本公園の利用は，登山と科学的研究であり，自然状態の保
護が厳重にはかられるべきである」と評価された（4）。
南アルプスは，「中部山岳国立公園に匹敵する高山地帯であって，戦前か
ら問題となりながら，調査が行きとどかなかったことと，産業との調整が
ととのわなかったために」，国定公園にも指定されることなく，国立公園指
定が遅れていた（5）。しかし南アルプスは，1961年11月に自然公園審議会に
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よって国立公園の候補地に答申され，1964年６月に新しく国立公園に指定
された。
南アルプス国立公園は，「駒，鳳凰山系，白根山系，赤石山系の山稜部を
主体とし北は甲斐駒ケ岳山系の鋸岳より南は赤石山系の光岳に及ぶ山梨，
長野，静岡３県に跨る」３万5798ヘクタールの地域であり，「質において
も，成層岩の構造山地としての風景型式を代表するもので，富士山に次ぐ
我が国第２の高峰北岳を始めとして，その山岳景観を特色とし」，公園全地
域の25.7％の9181ヘクタールが特別保護地区に指定された（6）。
1961年11月に自然公園審議会によって国立公園の候補地に答申された
北海道の知床半島は，1964年に知床国立公園に指定された。
知床国立公園は，「山々は，エゾマツ，トドマツの原始林や高山植物にお
おわれていて，北海道のクマの３分の１がいると言われる程人跡未踏の原
始境」であり，ほぼ全域が国有林と公有地の４万1375ヘクタールの地域で，
「豪壮な海蝕景観，豊富な海鳥類等の動物景観，広大な原生林，高山植物群
落等を有し海岸部より山岳部に至るまで極めて原始性の高いことを特色」
としていた。その知床国立公園の内，「知床岳以北の半島先端部一帯，硫黄
山より茶臼岳一帯の山稜部，遠音別岳一帯等」の２万1317ヘクタール，公
園全域の51.5％が特別保護地区に指定された（7）。
以上のように，白山，南アルプス，知床などの貴重な自然体系を包含す
る３国立公園は，1960年代，70年代に観光開発のため急増する大きな乱開
発の脅威にさらされながら，ある程度開発から免れることができた。そう
した意味で，３国立公園の指定は，国立公園行政における自然保護政策と
して，保護管理の面で十分とはいえないが，大きな意義があったと指摘で
きる。
とくにわが国でも稀有な原始境として知床半島は，2004年にユネスコの
世界自然遺産に登録されてその真価が十分に評価されることになるが，地
元からの申請や陳情等の動きが全くなかったにもかかわらず（8），国立公園
に指定されたことは，国立公園行政当局の積極的な自然保護政策の試みを
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示す事例の一つとして大きな意義があった。
また南アルプスの国立公園指定は，本州で残されていた大自然を保護す
るために大きな意義があった。しかし後に公園内にスーパー林道を通す計
画が提起されて，改めて南アルプスの意義が社会的に問われることになる。
既存の国立公園に新たに加えられた地域としてとくに注目されるのは，
1964年３月16日に霧島国立公園に組み入れられた屋久島である。
鹿児島県の南端の海上にある屋久島は，「ヤクスギを主体とする原始景
観，海岸部の亜熱帯より山頂部の亜寒帯に及ぶ植物の垂直分布，シカ，サ
ル等の野生動物の生息等特異」で特色ある貴重な地域であった（9）。すでに
林野庁は，屋久島のスギ原生林4326ヘクタールを1921年（大正10年）に保
護林に指定して禁伐とし（10），さらにその地域を文部省が1924年に天然記念
物に，1954年に特別天然記念物に指定していた（11）。
国立公園行政当局も早くからこの屋久島に着目しいて，1952年に国立公
園審議会は，屋久島を自然公園候補地に選定し，1954年には国立公園に格
付けするように答申していた（12）。
しかしその答申で「付帯条件」とされた「ヤクスギの保護について農林
省（林野庁）との意見調整」が遅れ，1959年に林野庁との「協議が整った」
が，電源開発計画を目指す豊富な水力資源をめぐって通産省との協議がま
とまらず，国立公園指定は進まなかった。1961年12月にようやく自然公園
審議会は，屋久島を霧島国立公園に編入するように答申した（13）。
1964年１月の自然公園審議会は，さらに屋久「島の中央宮ノ浦岳を中心
として，海岸部の一部を含む島全体の約40％に当たる２ヶ町，１万8961ヘ
クタール」を霧島国立公園に編入し，その際，屋久島公園の「保護計画」
として，「宮ノ浦岳を中心とする奥岳一帯の原始景観及びこの一帯に生息す
る野生動物，また小楊枝川上流等のヤクスギの代表的林分及び植物の垂直
分布等の保護を目的として6100ヘクタールの特別保護地区」の指定を答申
した（14）。
しかし1964年４月に霧島屋久国立公園となった時には，特別保護地区
高度成長期における国立公園行政当局の自然保護政策の展開
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は，林野庁との調整後に，「答申」とは違って1757ヘクタールほど減らさ
れ，4343ヘクタールが指定された（15）。
しかし屋久島は，「特別保護地区」に指定されただけで直ちにその全地域
が無条件に保護されたわけではなかった。屋久島は国有林であり，そこを
所管する農林省林野局が，伝統的に屋久島の森林を伐採していたからであ
った。
戦後ＧＨＱ指令による林野行政は，独立採算制をとることになり，「生々
と繁茂していた屋久杉林の伐採計画が立てられ年々相当広面積の皆伐が
続」けられてきた。そして1963年３月に日本自然保護協会が「屋久杉の保
存に関する陳情書」を提出した頃に「屋久杉伐採地域が甚だ拡大した」（16）。
日本自然保護協会は，1969年３月「屋久杉の保存に関する陳情書」にお
いて，「世界的名木屋久杉視察に来島した人々は，唯広大な荒涼たる原生林
伐採跡地を見るのみで期待した屋久杉を含む神秘的な原生林に接すること
は困難となり，大きな不満を感じている。鹿児島県民や全国の心ある人々
は現状に対し大いに憂慮して屋久杉の保存を熱望している。」と指摘したの
である（17）。
そして日本自然保護協会の陳情書は，「林野庁は，現在荒川や小楊枝川渓
谷の最も屋久杉の多い原生林の伐採を行なっており，昭和49年（1974年）
までに皆伐する計画の由である。」と指摘し，「この際林野庁は，現行の施
行案を改訂して，進行中の屋久島原生林の皆伐計画を中止し，学術調査に
基づいて世界的貴重な原生林の保護を計り，伐採計画は屋久島の森林生長
量の範囲内にとどめられたい。」と要望した（18）。
しかし林野庁による屋久杉の伐採は，独立採算制の拡大林業政策のため
に続けられ，ようやく1980年代末に国有林政策が大幅に改められ，放棄さ
れることになった（19）。そして1993年に屋久島は，その自然価値が認められ
ユネスコの世界自然遺産に登録されることになった。
しかし屋久島の自然保護は，国立公園化によって容易になされたわけで
はなかった。林野庁のヤク杉伐採の終焉には，島民や島外の住民，学者文
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化人の反対運動･ヤクスギ保護の運動が大きな役割を果たしたが，この問題
につては，他の国立公園内の国有林の伐採反対運動についてと合わせて一
括して別途に論じることにしたい。
1971年の環境庁設立後に新たに国立公園に指定された利尻礼文，西表
島，小笠原の３国立公園は，その指定準備が1960年代末に厚生省管理下の
国立公園行政当局によってなされていたことに注目しておかなければなら
ない。
日本自然保護協会は，1967年12月23日に「北海道下サロベツ湿原保護の
陳情書」を提出し，北海道下サロベツ湿原を利尻礼文国定公園に編入して，
利尻礼文国定公園を国立公園に昇格させたいという要望を提出した（20）。
国立公園行政当局は，その意をうけて準備を進めた。そして自然公園審
議会は，1971年11月の審議会において，「サロベツ原野の重要な部分を公
園区域に編入して，自然保護上格別の措置を図ることが必要である。」とし
て，利尻礼文国定公園を国立公園候補地に指定した（21）。
自然公園審議会は，「利尻島は，1718メートルの利尻火山を中心とする
弧峰型の火山島で，中腹以上浸食により奇怪な山容をみせている。礼文島
は白亜紀層の丘陵性の島で，西海岸は急峻な海食崖が連続している。両島
とも寒地性高山がみられ，特に礼文島桃岩の高山植物群落はすぐれている。
本土側の抜海，稚咲内海岸には砂丘と湿地が発達し特異な景観を呈してい
る。」と評価し，とくに国立公園に編入される「サロベツ原野は，…高層湿
原特有の貴重な植生が残されている」ということで，「しかし国による開拓
計画が進められており，今後，自然保護と開発に関し調整が必要である」
と指摘した（22）。
そして環境庁は，1974年にサロベツ原野を加え，利尻礼文国定公園を陸
域２万1222ヘクタール，海域9395ヘクタールの国立公園に昇格させた。そ
の際に３地区の7998ヘクタール（公園全体の37.7％）を特別保護地区に指
定した（23）。
これは，おもに厚生省時代の国立公園行政当局の自然保護政策の成果だ
高度成長期における国立公園行政当局の自然保護政策の展開
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った。
小笠原諸島は，1968年６月にアメリカから日本に返還されることになっ
た。それに先立ち，小笠原諸島の自然の価値を周知していた日本自然保護
協会をはじめ，返還後の帰属先である東京都は，返還後に自然をどのよう
に保護すべきかを検討していた。
東京から約1000キロ離れた小笠原諸島は，「はるか太平洋上に浮かぶ聟
島列島・父島列島・母島列島・硫黄島列島並びに西の島・沖の鳥島および
南鳥島を総称」するものであった。16世紀末に発見され江戸末期に外国船
の寄港地となり，維新後は日本統治が認められ，昭和期の戦中には日本軍
の要塞となった。戦後，アメリカの占領下におかれ，1968年６月に日本に
返還されることになった（24）。
小笠原諸島の返還に先立って，日本自然保護協会は，1967年11月27日
に，「小笠原諸島学術調査に対する意見書」提出し，政府がおこなおうとし
ていた小笠原諸島の自然公園調査への参加意思を表明した（25）。
小笠原諸島の調査は，第１回目が1968年４月に一般行政の調査団によっ
ておこなわれ，厚生省国立公園部もそれに同行し，第２回が，1968年11月，
12月に東京都と厚生省と合同調査としておこなわれた（26）。
1970年７月に自治省，東京都が中心となって厚生省も参加して，「開発
に際しては，常に自然保護に留意する」ことを大きな柱として，「小笠原諸
島復興計画」が決定された。この復興計画では，「自然の状態が特に優れ，
自然保護を重点的に行なうべき地域は自然保護地域に指定された」（27）。
こうして1972年８月に新たに国立公園に指定された小笠原国立公園は，
陸地6433ヘクタール，海面２万5563ヘクタール，うち海中公園に463ヘク
タールであった（28）。そして同時に陸地の40.6％の2474ヘクタールが特別保
護地区に指定された（29）。小笠原諸島もまた2011年に世界自然遺産に登録さ
れてその真価が認められた。
沖縄は，1971年にようやくアメリカから日本に返還されたのであるが，
これまで米軍の管理下にあり日本の統治が及ばなかったので，西表島の自
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然価値を周知していながら，日本側から何ら介入できなかったのである。
返還をまじかにして，日本自然保護協会は，さっそく1970年８月に「西表
島原生林保護についての要望」を各方面に提出して，西表島を国立公園に
指定して自然を保護する準備をおこなった（30）。
わが国最南端に位置し，亜熱帯の海洋性気候下にある西表島は，２万
6700ヘクタールの小島で，90％が国有林で，75％が原生林であった。そこ
には，わが国では珍しいマングローブ（紅樹林）やオキナワウラジロガシ
など照葉樹で被われ，またイリオモテヤマネコやヤエヤマオオコウモリの
ように国際的な保護勧告を受けている哺乳動物の固有希少種が生存する貴
重な学術的価値の高い自然が残されていた（31）。
「要望書」は「然るに，1961年以来，八重山開発による森林伐採計画が
進められており，すでに2300ヘクタールが皆伐され，現在なお伐採進行中」
であり，「また現在，中央山地部を横断する林道約30キロが建設中で」自然
破壊の危機にある，と指摘した（32）。
かくして日本自然保護協会の保護部会は，1970年８月３日付で「わが国
に残された最後の大規模な照葉樹林で，その学術的価値が高いばかりでな
く，国際的な観点からしても極めて重要な保護対象というべきものである」
として「関係当局におかれては，このわが国に残された最後の原生林が内
外に誇示し憚らない均衡のとれた自然域として保存するために，十分な配
慮と努力をして戴くよう，当協会の保護部の決議により要望書を提出いた
します。」と各界に呼びかけた（33）。
環境庁管理下の国立公園行政当局は，日本自然保護協会の意向を受けて，
1971年11月に自然公園審議会による沖縄西表島の国立公園候補指定をへ
て，1972年５月に西表島国立公園を指定した（34）。
以上のように，３国立公園の指定は，たとえ指定後に保護管理が不十分
だったとしても，数少なくなっていたわが国の原始的自然，自然名勝地を
保護するシステムに組み入れたものとして，自然保護政策上大きな意義が
あったと指摘できる。とくに1970年代に入って列島改造政策が展開されて
高度成長期における国立公園行政当局の自然保護政策の展開
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いく中で，大幅な観光開発に規制をかける橋頭堡を築いたものとしての意
義はひときわ大きい。
以上にように，自然公園法が制定される1957年から環境庁が設立される
までの高度経済成長期に新たに国立公園を指定し，国立公園を拡大した政
策は，決して十分だったとはいえないにしても，積極的に国立公園の自然
保護政策を強化する一端となったと評価できる。
注
（１）前掲拙稿「高度成長期における脆弱な国立公園の管理行政機構」，『経済志
林』2013年３月，第80巻第４号，410－1頁。
（２）「国立公園体系の整備答申さる」，『国立公園』1962年1・2月，No.146・7，
55頁。
（３）前掲『自然保護行政のあゆみ』，122頁。
（４）前掲「国立公園体系の整備答申さる」，『国立公園』1962年1・2月，No.146・
7，57頁。
（５）同上，57頁。
（６）「知床・南アルプスの２国立公園誕生」，『国立公園』1964年８月，No.177，
５頁。
（７）同上，56頁，55頁。
（８）前掲『自然保護行政のあゆみ』，122頁。
（９）霧島屋久国立公園等の新指定について」，『国立公園』1964年４月，No.173，
３頁。
（10）大澤・他『世界遺産屋久島－亜熱帯の自然と生態系－』，朝倉書店，2006
年，200頁。
（11）前掲「霧島屋久国立公園等の新指定について」，３頁。およびウエッブサ
イト・ウキペディアの屋久島を参照。
（12）田中順三「霧島屋久国立公園等の指定について」，『国立公園』1964年４
月，No.173，８頁。
（13）同上，８頁。
（14）「霧島屋久国立公園等の新指定について」，『国立公園』1964年４月，No.173，
３頁。
（15）日本自然保護協会「屋久島の自然保護関する意見書」（1969年９月），日
本自然保護協会『自然保護に関する陳情書・意見書集』，日本自然保護協会
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（３）新たな特別保護地区の指定
自然公園法の自然保護規定でもっとも重要なものは，特別保護地区の指
定であったが，すでに検討してきたように，国立公園行政当局は，戦後に
高度成長期における国立公園行政当局の自然保護政策の展開
資料第５号，日本自然保護協会，1973年，84頁。
（16）同上，84頁。
（17）「屋久島の保存に関する陳情書」，前掲『自然保護に関する陳情書・意見書
集』，82－3頁。
（18）同上，83頁。
（19）前掲『世界遺産屋久島－亜熱帯の自然と生態系－』，200頁以下参照。
（20）「北海道下サロベツ湿原保護の陳情書」（1967年12月23日），前掲『自然保
護に関する陳情書・意見書集』，76頁。
（21）「自然公園審議会小笠原など４国立公園の指定を答申」『国立公園』1972
年１月，No.266，26頁。
（22）同上，27頁。
（23）「利尻礼文サロベツ国立公園の指定について」1974年９月，No.299，７頁。
（24）小島忠「小笠原諸島の自然公園調査」，『国立公園』1969年４月，No.233，
2－3頁。
（25）前掲『自然保護に関する陳情書・意見書集』，77頁。
（26）前掲小島忠「小笠原諸島の自然公園調査」，『国立公園』1969年４月，No.233，
2－3頁。
（27）島田・沖・杉尾「小笠原北九州海中公園地区の指定」，『国立公園』1972
年11月，No.277，22－3頁。
（28）「自然公園審議会小笠原など４国立公園の指定を答申」，『国立公園』1972
年１月，No.266，26頁。
（29）国立公園協会・日本自然保護協会編『日本の自然公園』，講談社，1986年，
430頁。若干数字が異なるので要注意。
（30）前掲『自然保護に関する陳情書・意見書集』，91頁。
（31）同上，91頁。
（32）同上，91頁。
（33）同上，91頁。
（34）「小笠原など四国立公園の指定を答申」，『国立公園』1972年１月，No.226，
26頁以下。
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国立公園内の特別地区に指定された多くの地域の自然，風景を保護するた
めに，新しく制定された特別保護地区の制度を利用して，多くの地域を特
別保護地区に指定して，開発に規制をかける自然保護政策を展開してきた
（1）。
堀繁・鑢迫ますみ「特別保護地区にみる国立公園保護計画の思想の変遷」
によれば，特別保護地区は，1953－57年の１期に53地区，1962－70年の２
期に82地区，1971－80年の３期に55地区，1981－91年の４期に19地区，合
計209地区が指定されたとある（2）。
表5－1は，1962年から1970まで筆者が明らかにしえた特別保護地区の地
域名と指定面積を示したものである。
高度経済成長期の後半に特別保護地区の指定がやや目立つが，それは，
高度成長期に入って，国立公園内の産業開発が進み自然が大幅に破壊され
るようになって，国立公園行政当局が危機意思を強め，国立公園内の重要
な自然区域を特別保護地区に指定して積極的に保護しようとした政策の現
われであった。
1962年から1964年までの特別保護地区の指定は，すでに論じたように新
たに国立公園に指定されると同時に公園内の重要な地域が指定されたもの
である。
その後，特別保護地区に指定された地域は，以前に指定されていた国立
公園内の地域をその重要性に鑑み，改めて追加的に指定されたものである。
高度経済成長期に入るや，各地の国立公園内の重要な名勝地，景観地で，
おもに観光開発計画が進められ，自然が大幅に破壊された（3）。
そこですでに指摘したように，自然公園審議会は，1967年の「自然公園
行政の基本に関する答申」で「各種の国土開発は，自然保護の危機をもた
らしつつある」と指摘し，「在来の自然保護のみでは，急速に拡大しつつあ
る自然破壊に適切に対処することは困難となりつつあり，計画的積極的な
自然保護の施策が講じられる必要がある」と述べ，幾つかの施策を提言し
た（4）。
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表5－1　高成長期における特別保護地区の指定（1957年－1971年）
国立公園名 地域名 面積ha 指定時期
白山 白山山頂周辺， 1万8000 1961年
山陰海岸 海岸部主要地点 556 1963年７月
霧島屋久 屋久島山頂一帯 6100 1964年３月
知床 　 2万1317 1964年６月
南アルプス 山稜部の大部分 9181 1964年６月
富士箱根伊豆 伊豆七島の山頂， 1850 1964年６月
　 海蝕崖部の大部分 　 　
阿蘇 九重山山頂一帯 x　 1965年４月
雲仙天草 普賢岳 607 1965年11月
中部山岳 北アルプス山稜一帯 6万3921 1965年11月
　 　新潟県側 1952 　
　 　富山県側 3万1898 　
　 　長野県側 2万3209 　
　 　岐阜県側 7362 　
十和田八幡平 十和田４地域 6164 1967年３月
　 　八甲田大岳 3042 　
　 　南八甲田の大谷地 1482 　
　 　奧入瀬 1424 　
　 　十和田湖周辺 390 　
霧島屋久 霧島３地区 2232 1967年３月
　 　甑島 173 　
　 　韓国岳 1298 　
　 　x 　 　
十和田八幡平 八幡平団地３地区 3073 1968年４月
　 　八幡平地区 1695 　
　 　岩手山山頂部一帯 1050 　
　 　駒ヶ岳山頂部一帯 328 　
上信越高原 ７地区 1万0082 1969年
　 　浅間山 1996 　
　 　妙高連峰 2151 　
　 　苗場山頂 613 　
　 　志賀高原 742 　
　 　谷川岳 3183 　
　 　黒姫山 79 　
　 　戸隠 1316 　
大雪山 ５団地 3万6512 1970年12月
　 　大雪山を中心に， 3万4041 　
　 　ニセイカウシュペ山周辺 1211 　
　 　層雲峡一帯 130 　
　 　天人峡一帯， 10 　
　 　ニペソツ山一帯 1117 　
注　『国立公園』誌における各年の自然公園審議会の報告から作成。
高度成長期における国立公園行政当局の自然保護政策の展開
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明らかに国立公園行政当局は，この「自然公園行政の基本に関する答申」
を出す２，３年前から国立公園内の観光開発にブレーキをかけるために，
これまでの国立公園内の観光開発容認の方針を改めて，既存国立公園内の
重要な名勝地，景観地を特別保護地区に指定して保護する努力をおこなっ
た。
1964年に伊豆七島が富士箱根国立公園に編入された際に，七島の山頂，
海触崖部の大部分の1850ヘクタールが特別保護地区に指定された。
とくに注目したいのは，表5－1に示したように，1965年11月には，中部
山岳国立公園内の北アルプス山稜一帯，６万3921ヘクタールが特別保護地
区に指定された。また1967年に，十和田八幡平国立公園内の十和田４地域，
奥入瀬地区1424ヘクタールを含む6164ヘクタール，1968年に八幡平３地区
3073ヘクタールが特別保護地区に指定された。
さらに1969年には，上信越高原７地区，１万0082ヘクタールが特別保護
地区に指定された。1970年には，大雪山を中心に３万4041ヘクタールを含
む大雪国立公園内の５地域，３万6512ヘクタールが特別保護地区に指定さ
れた。
これらの地域の多くは，いずれも関東圏に隣接し，また東北，北海道の
地域も地元が観光を期待する過疎地で，膨大な観光需要を背景にしていた。
高度経済成長期になると，これらの地域は，観光資本や自治体による観
光開発のターゲットとされ，乱開発される恐れがあった。特別保護地区に
指定されたこれらの地域の多くが，高度経済成長期あるいはその後の列島
改造期の観光のための乱開発からかなりの程度守られることになったので
ある。このことの意義は大きいと指摘しておきた。
なおここで指摘しておきたいことが二つある。
一つは，これらの特別保護地区の指定は，貧弱な財政と脆弱な国立公園
管理機構のもとでも，可能だったということである。特別保護地区の指定
作業そのものは，政府，国立公園行政当局の強い意志があれば，現状の貧
弱な財政と僅かな国立公園行政要員によっても実行できたからである。
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もっとも，特別保護地区の指定後に，本来的には特別な予算をかけて特
別保護地区を管理運営する必要が生じるところであろうが，貧弱な財政と
脆弱な国立公園管理機構のもとでは，それが十分でなかったことはいうま
でもない。それにも拘わらず，特別保護地区の指定は，国立公園の自然を
保護するシステムの枠組を築いたものとして大きな意義があった。それを
おこなった当時の政府，国立公園行政当局の努力もまた少なからず大きか
った評価しておきたい。
もう一つ指摘しておきたいことは，必ずしも特別保護地区の指定がスム
ーズに進んだわけではなく，国有林の国有地であれ，公有地であれ，私有
地であれ，その地権者の利害にかかわり，特別保護地区指定への抵抗や反
対が存在し，特別保護地区に指定されてなお，開発を阻止できなかったと
いう事例もあったことである。
もし戦後期にもっと積極的に多くの地域を特別保護地区にしておけば，
高度経済成長期に開発された国立公園の自然は，多くが破壊から免れもっ
と保護されたであろう。
高度成長期における国立公園行政当局の自然保護政策の展開
注
（１）前掲拙著『自然保護と戦後日本の国立公園』，145頁。（なお拙著の表4－
12の表で，下部４行目の国立公園名が，大山が指定地名が尾瀬となってい
るが，大山以下は一段下げたものが正しい。）
（２）堀繁・鑢迫ますみ「特別保護地区にみる国立公園保護計画の思想の変遷」，
『造園雑誌』1992年，55－5，244－5頁。
（３）高度経済成長期の国立公園内の一連の開発による自然破壊については，今
後の論稿で解明することになるが，さし当り，自然破壊の一端を解明した
ものとして，問題のあるものだが，宮脇昭『緑の証言』東京書籍，1983年，
を掲げておく。
（４）拙稿「高度成長期における自然保護法下の国立公園制度の基本的枠組」，
2012年，第80巻第２号，77頁。
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（４）国立公園行政当局の国立公園内の開発計画への否定的対応
高度経済成長期においては，国立公園の目的に関係のない国立公園内の
産業開発計画は，目立ったものはあまり提起されなかった。やや例外的に
1965年に東京電力による日光国立公園内の尾瀬ヶ原電源開発計画が提起
された。
尾瀬ヶ原電源開発計画は，戦前度々提起され，戦時下に提起されたもの
は認可されたが，戦況の悪化のため，幸いにも実視されなかった。戦後に
も２回尾瀬ヶ原電源開発計画は提起されたが，国立公園行政当局を先頭に，
文部省，農林省などの官庁，さらに戦後初めて生まれた自然保護団体，尾
瀬保存期成同盟（後にこの組織を基盤にして作られたのが日本自然保護協
会）を中心にした反対運動は，計画を破棄させた（1）。
ところが，高度経済成長期に入った1965年に，東京電力は，関東一都６
県の知事の要望を受けて，第３次ともいうべき尾瀬電源開発計画を提起し
た。関東一都６県の知事の要望とは，高度経済成長化とともに首都圏の水
源を確保するために，「尾瀬水利対策同盟」を結成して，東京電力に尾瀬の
ダム化を要望するというものであった。
日本自然保護協会は，1966年３月に，「尾瀬原水力発電計画に関する陳
情書」を提出して反対を表明した。今回も，厚生省が，文部省とともに率
先して動きだし，1966年10月に，各界と尾瀬問題の連絡会を開き，尾瀬ヶ
原水力発電建設計画の反対運動を展開した。
日本自然保護協会は，1967年３月に「尾瀬保護計画小委員会」を組織し
て，尾瀬保護のための組織的な活動を展開した。尾瀬ヶ原電源開発計画反
対運動は，福島県桧枝岐村議会，新潟県，宮城県，山形県の県議会をも巻
き込んで広範囲な広がりをみせ，紆余曲折をへて，1996年に東京電力の水
利権が消滅して，東京電力の尾瀬電源開発計画は完全に消滅した（2）。
国立公園行政当局が尾瀬ヶ原電源開発計画を認めなかった理由は，これ
まで指摘してきたことであるが，第１に，尾瀬の保護が国立公園行政の自
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然保護の象徴的存在であったからであり，国立公園行政当局が尾瀬を特別
保護地区に指定して決して開発を認めようとしなかったからであった。第
２に，国立公園行政当局の尾瀬保護政策が，文部省，農林省などの諸官庁
と地域住民，学者文化人を先頭に広範な国民的な支持をえていたからであ
った（3）。
表5－2　高成長期における国立公園内に開発計画についての許認可（ゴチは不許可）
国立公園名と開発計画名 計画提起時期 厚生省の許認可 環境庁による認可の可否
中部山岳国立公園 　 　 　
　乗鞍岳山頂スーパー林道 1968年 1968年許可 　
　西穂上高地ロープウエイ 1963年 　 　
　　西穂ロープウエイ 　 1968年11月修正認可 　
　　上高地ロープウエイ 　 1968年11月不許可 　
　上高地縦断観光道路 1960年 1966年頃立消え 　
　朝日スーパー林道 1968年 不許可の意向 1971年頃立消え
大雪山国立公園 　 　 　
　大雪山赤岳観光道路 1958年 1968年知事により中止 　
　大雪山縦貫観光道路 1958年 1971年認可 1973年道庁断念
　士幌高原道路 1962年 1965年 1971年認可凍結
　恵庭岳スキー場建設計画 1960年 1967年2月，条件付認可 1972年オリンピック後復元
日光国立公園 　 　 　
　日光太郎杉伐採計画 1962年 1964年認可，訴訟 1973年裁判所計画を否認
　尾瀬縦断観光道路 1963年 1966年8月認可 1971年不許可
　尾瀬電源開発計画 1970年 不許可方針を貫く 1996年計画の消滅
　奧鬼怒スーパー林道 1966年 1970年認可 係争，一部計画中止
富士箱根伊豆国立公園 　 　 　
　富士スバルライン計画 1960年 1961年10月認可 　
　富士登山鉄道計画 1966年 1966年不許可の意向
4 4 4 4 4 4
，撤回 　
上信越高原国立公園 　 　 　
　苗場スキー場建設計画 1960年 1969年大幅修正で認可 　
　妙高高原観光道路 1960年代末 不認可の意向 1975年新潟県申請取消
吉野熊野国立公園 　 　 　
　大台ケ原スーパー林道 1058年 1958年認可 　
　北山川電源開発計画 1957年 1962年事実上認可 　
南アルプス国立公園 　 　 　
　南アルプススーパー林道 1967年 1967年認可 1971年中止，73年工事再開
白山国立公園 　 　 　
　白山スーパー林道 1967年 1967年認可 　
磐梯朝日国立公園 　 　 　
　月山観光道路 1970年春 1970年不許可の意向 1971年計画の放棄
注　『国立公園』誌，『自然保護』誌などにより作成。
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他方，国立公園行政当局は，すでにみたように，政府の推し進める観光
政策に後押しされて，国立公園の観光化のために，一連の観光道路建設計
画，ロープウエイ，スキー場，ゴルフ場などのレジャー観光施設の建設計
画を安易に許可してきた（4）。
国立公園行政当局は，自然・環境破壊をもたらす計画として問題になっ
た一連の観光開発計画，富士スバルライン，大台ケ原スーパー林道，南ア
ルプススーパー林道，白山スーパー林道，尾瀬縦貫観光道路，東照宮前の
日光道の改修（太郎杉伐採計画），乗鞍山頂有料観光道路建設などの計画を
許可してきた。
これらの建設計画にたいする反対運動は，国立公園内の自然保護運動と
して注目された。多くの観光施設建設が国立公園内の自然破壊をもたらし
たことについて，1960年代後半に入って，国立公園行政当局は，ある程度
認識し，危機感を抱いたことについてはすでに指摘したとおりである（5）。
そうした危機感とは別に，国立公園行政当局は，戦後の自然保護政策の
伝統にしたがって，幾つかの特定の有力国立公園内の観光化計画について
は，許可を与えなかった事例もあった。
表5－2は，高度経済成長期におけるおもな国立公園内の観光開発計画に
たいする国立公園行政当局の認可情況を示したものである。国立公園行政
当局は，多くの開発計画を許可してきたが，幾つかの開発計画にたいして
は，初めから許可を与えなかった。
日光国立公園内の道路拡張のための太郎杉伐採計画のように，国立公園
行政当局が許可を与えにもかかわらず，住民の反対運動がおこなわれ中止
に追い込まれ開発計画の事例もあった。
国立公園行政当局が初めから許可を与えなかった観光開発の事例は，幾
つかあった。その一つは，富士登山鉄道建設計画であった。
国立公園行政当局は，戦後たびたび提起された富士登山鉄道建設計画に
自然保護のために反対し，不許可にしてきた。高度経済成長期に入って
1959年に山梨県は「富士山頂までの地下ケーブル」計画を提起したが，文
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部省文化財保護委員会が不許可を決めて，計画は消滅した（6）。
観光ブームが進展し，1963年９月になって，富士急行は，自社の「５カ
年計画」の中で，大規模な富士山ケーブル計画を提起し，早速諸官庁に申
請を出した。日本自然保護協会は，1964年５月，「富士山の自然保護に関
する陳情書」を提出して計画反対を表明し，厚生省，文部省も以前同様に
計画に反対の姿勢を維持していた（7）。
富士急行は，1963年頃に富士急行創立45周年の記念事業として国立公園
協会に富士山の総合調査を依頼していた。その中間報告の中で，堀内光雄
社長は，調査団からこの計画が困難である旨を聞かされていたようで，日
本自然保護協会の「富士山の自然保護に関する陳情書」の出された１ヶ月
後の1964年６月に突如，富士山トンネルケーブル建設計画の断念を表明し
た（8）。
観光ブームを反映して，1963年に中部山岳国立公園内の西穂・上高地ロ
ープウエイ建設計画が提起された。国立公園行政当局は，1968年に飛騨・
西穂山頂付近間のロープウエイ建設計画を条件つきで認可したが，西穂山
頂付近・上高地間のロープウエイ建設計画を特別保護地区内の開発は認め
られないとして許可しなかった（9）。
1961年に長野県は，松本平―徳本峠―上高地間の有料観光道路建設計画
を立案したが，国立公園行政当局が内々に反対し，1965年に上高地一帯が
特別保護地区に指定されたこともあって，この計画は，公表されずに消滅
した（10）。
　上信越高原国立公園においても，観光開発の波が押し寄せていて，1960
年に観光開発会社の国土計画から，苗場スキー場建設計画が提起された。
この計画は，尾瀬並みの貴重な湿原のある苗場山山頂にまでロープウエイ
を建設するというもので，国立公園行政当局は，当初から計画に反対して，
1966年に苗場山山頂付近を特別保護地区に指定した。そのためた，苗場ス
キー場建設計画は，苗場山山頂までのロープウエイ計画を廃止して大幅に
修正して厚生省の許可をえることになり，苗場山山頂一帯の自然は保護さ
高度成長期における国立公園行政当局の自然保護政策の展開
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れた（11）。
北海道において北海道開発局から大雪山国立公園内の赤岳観光道路の建
設計画が提起された。1966年に北海道自然保護協会は，この計画に反対し
たため，国立公園行政当局が不許可を与えるまでもなく，1968年に北海道
自然保護協会の名誉会長でもあった町村金五北海道知事の英断で放棄され
た。高度経済成長期に国立公園内の観光道路計画が認められなかった注目
すべき事例の一つであった（12）。
以上のように，高度経済成長期に国立公園行政当局は，幾つかの国立公
園内の開発計画を不許可にし，極めて部分的にではあったが，国立公園内
の自然保護をおこなった。このような事実は，国立公園行政当局がその気
になれば，国立公園内の観光道路計画を不許可にできたということを明確
に示すものであった。
なお，国立公園内の開発計画に反対する自然保護運動の問題は，別途に
項を改め詳論することにしたい。
注
（１）前掲『自然保護と戦後日本の国立公園』，第２章，第８章を参照。
（２）拙稿「日光国立公園内の尾瀬ヶ原電源開発計画と反対運動」，『経済志林』
2009年７月，第77巻第１号，215頁以下を参照。
（３）前掲『自然保護と戦後日本の国立公園』，第８章の「小括」，265頁以下を
参照。
（４）拙稿「高度成長期における自然公園法下の国立公園制度の基本的枠組」，
『経済志林』2012年12月，第80巻第２号，66頁以下，および拙稿「高度成
長期における脆弱な国立公園の管理機構」，『経済志林』2013年３月，第80
巻第４号，414頁以下，参照。
（５）前掲「高度成長期における自然公園法下の国立公園制度の基本的枠組」，
『経済志林』，第80巻第２号，73頁以下を参照。
（６）前掲拙著『自然保護と戦後日本の国立公園』，358頁以下参照。
（７）前掲『自然保護に関する陳情書・意見書集』，53頁。
（８）富士急行50年史編纂委員会編『富士山麓史』，1977年，富士急行，642頁。
（９）1968年11月21日『朝日新聞』（朝刊）。
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（５）日本自然保護協会の再編と新体制の体質
戦後の1951年に尾瀬保存期成同盟を改編して設立された日本自然保護
協会は，成立直後にはわが国の貴重な自然を保護するために，とくに国立
公園内の自然を保護するために積極的な政策提言をおこない，時には自然
保護運動に参加し時々の国立公園行政当局に大きな影響を与え，国立公園
行政の政策決定に一定の役割を果たしてきた（1）。
日本自然保護協会は，1960年に財団法人化され，これまで依存してきた
国立公園協会から独立し，国立公園行政機関からも自立した民間の自立的
な保護団体という形を取りながらも，それまでの活動の経過からみて，国
立公園行政当局に寄り添いながら，国立公園行政当局が果たしえない調査，
研究活動をおこない，国立公園行政がおこなうべき政策を提言してきた。
ここで日本自然保護協会の財団法人化した事情とその後形成された財団
法人日本自然保護協会の体質について言及しておきたい。
日本自然保護協会の歴史を論じた『自然保護のあゆみ』は，1960年に日
本自然保護協会が財団法人化された事情をつぎのように指摘する。
日本自然保護協会の財団法人化は，高度経済成長開始期の開発一辺倒の
中で「生態学的自然保護」の必要が高まり，日本自然保護協会が「財団法
人国立公園協会の中にあって，経済的にも依存する関係にあった」ので，
経済的な自立の必要と，「従来の任意団体から財団法人へ脱皮」の必要が
「時代の要請」としてあったからだというのである（2）。
そして従来の協会では，おもに「国立公園内における自然保護問題が中
心であった」が，高度経済成長期に入ると「自然の保護を要する問題は，
…次第に国立公園の範囲をこえる」ようになり，「このため，そのままの形
高度成長期における国立公園行政当局の自然保護政策の展開
（10）松本―上高地観光道路建設計画について公的に言及した資料はないが，筆
者のえた資料については別途に予定している論稿で紹介する。
（11）「苗場スキー場問題」，『国立公園』1969年10月，No.239，を参照。
（12）俵浩三『北海道の自然保護』，北海道大学図書刊行会，1979年，254－5頁。
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で国立公園協会内で存続する状況になく，次第に組織及び協会の運営方針
の転換が求められるようになった。」（3）とも指摘している。
こうして日本自然保護協会は，組織転換の方策を探ることになった。
最初，1959年２月の日本自然保護協会評議員会で，理事長の田村剛は，
組織強化のため，日本自然保護協会を国立公園協会に吸収して再編しよう
という提案をおこなった。しかしこの提案にたいして異論がだされ，結局
「小委員会」を設けて議論することになった（4）。
1959年３月９日の「小委員会」において，理事長の田村剛は三つの提案
をおこなった。
第１案は，「自然保護協会の独立を計るため評議員，団体会員等に応分の
負担を願い，更に渋沢敬三氏らの財界人で，自然保護に理解ある有力者の
支援を得て資金を募集する」。第２案は，「自然保護に協力的な有力な新聞
社等の援助により，新聞社の社内機構として事業を進める」。第３案は，
「国立公園協会の援助のもとに協会の外郭にあって独立性のある委員会，調
査会，審議会の如き組織とする」というものであった。「小委員会」の論議
は，第１案に傾いていった（5）。
その後，1959年５月の評議員会で，田村理事長から，規約改正案が示さ
れた。その要点は，１，理事10名以下を若干名に，２，役員任期２年を３
年に，３，「資産」の中に会費を入れ，団体会員と個人会員とを導入し，
４，理事会の審議事項を明らかにし，５，本規約の細則を作る，というも
のであった（6）。
規約改正案が可決され，第１案に沿って，理事長に田村剛が再任され，
財団法人化を念頭に28名の理事（別表参照）が選出された。その後，1960
年１月18日の評議員会では，組織強化をはかるため，任意団体から財団法
人化をはかることを確認し，財界から会長を迎え，財政を安定化し，その
ための寄付行為案の策定が決められた（7）。
そして1960年３月31日をもって旧日本自然保護協会を解散し，1960年４
月１に財団法人組織の設立を目標に準備が進められ，これまで欠員とされ
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てきた会長を，日本興業銀行頭取で自然保護に理解あるといわれる川北禎
一（文化財保護委員）に内諾をえて，これまでの役員全部を新組織の発起
人とし，13名の発起人代表選考委員（川北，田村，安芸，大政，佐藤達夫，
下泉，辻永，津屋，日高信六郎，本田，宮地伝三郎，山階，三田尾）が選
出され，日本自然保護協会の「設立趣意書」が採択された（8）。
財団法人日本自然保護協会の新方針を述べた「設立趣意書」は，つぎの
ようなものであった。
「近時国土の開発は，いよいよその節度を越え，国土保安上憂うべき事
態を現出し，水陸資源の濫採の結果は，その復元又は保続の希望を絶ち，
更に国土の世界に誇る景観を毀損する等，まことに寒心に耐えぬものがあ
る。思うにわが国の昨今ほど，自然保護の必要痛切なるものはないといえ
るのであるが，これに関する一般国民の認識はもとより頗る低調であり，
関係当局や識者の態度も，欧米先進国に比べると関心が薄いといわねばな
らぬ。
本会は，ここに内外諸情勢に即応しうる態勢を整え国土自然の生態，絶
滅に瀕する生物等に関する調査研究，日本文化の母胎として，貴重な景観
保護を基本とする国立公園その他の自然公園，また保護区域の設定，或は
国際観光上重要なる景観保護，都市生活者の痛切な要求である自然のレク
リエーション地帯も確保，復元しうる各種自然資源の合理的利用，その他，
産業開発と自然保護との調整等，各種緊要課題につき考究し，広く国民生
活環境としての自然の保護に関する知識の普及を図り，これに関する適切
な措置を講ずる等，これを国のあらゆる施策に具現するに努め，もって現
代並に来るべき国民の福祉に貢献し，進んでは，世界文化に寄与しようと
するものである。このような重大な使命を達成するためには，周知を集め，
幾多の困難を克服しなくてはならぬので，広く本会の趣旨に賛同する理解
ある人々並に団体の絶大な支援と協力を切望する次第である。」（9）
この趣意書の要点は，第１に，これまで国土の開発がすすみ風景，自然
が破壊されているという現状を認め，第２に，そのため自然保護が必要で
高度成長期における国立公園行政当局の自然保護政策の展開
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あるが，しかしそのことについての一般国民，関係当局や識者の認識は低
い。第３に，そうした状況に鑑み，本会は，国土自然の生態に関する調査
研究をおこない，国立公園を中心として自然を護保し，かつ国民のレクリ
エーションを確保し，第４に，自然資源の合理的利用と，産業開発と自然
保護との調整について考究し，第５に，自然保護の知識を広め，第６に，
適切な措置を講ずることに努める。第７に，あえて，本会の使命を達成す
るために，多くの人々，団体の協力を求めた。
こうした趣意書の要点は，大半が旧来の日本自然保護協会が主張してき
たことであるが，目新しい論点は，第７の「団体の協力」を求めるという
点である。この点は，すでに指摘したように，財界人を組織の中核の一つ
に位置づけ，団体会員制を導入し，財界から資金支援をえて協会財政の安
定化と組織の自立化を計るということであった。
さらに財団法人日本自然保護協会は，つぎのような「事業計画」を提起
した（10）。
１，自然保護に関する学術的研究をおこなうため，生態部会，広報部会，
保護部会の専門委員会を設置し，理事会決定の前に専門委員会で審議する。
２，自然保護上必要な地域につき，学術調査をおこなう。
３，自然保護の目的達成上必要ある時は，関係官庁，公共団体又は各種
団体に対し，建議，意見書を提出し陳情をおこなう。
４，自然保護の国民的関心を深める為，ＰＲをおこなう。
５，調査研究の結果と自然保護のＰＲのため刊行物を出版。
新協会の「事業計画」も基本的には旧来の協会の事業を継承したもので
あったが，特別に目立った事業としては，月刊誌『自然保護』の発行であ
る（11）。この『自然保護』誌は，1966年から刊行されるようになったもの
で，協会の事業計画としての「自然保護に関する学術的研究」の公表，協
会の提言，自然保護のＰＲの手段として大きな役割を果たすことになる。
こうして財団法人日本自然保護協会は，1960年７月13日に厚生大臣の認
可をえて正式に設立された。
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さてこうして新しく設立された財団法人日本自然保護協会は，どのよう
な組織体質をもっていたであろうか。私は，三つの組織体質を指摘してお
きたい。
財団法人日本自然保護協会は，すでにある程度明らかなように，第１に，
財界，政府への依存体質，第２に，財政的自立を目指して，結局は，本来
表5－3　日本自然保護協会の1960年成立期の役員構成
　1959年 　1960年
旧協会の役職，氏名 職歴 財団法人化の役職，氏名 職歴
会長 欠員 会長　川北禎一 日本勧業銀行頭取
副会長 欠員 副会長　中司清 鐘淵化学工業社長
理事長　田村剛 国立公園運動指導者 理事長　田村剛 国立公園運動指導者
理事 　 理事 　
安芸皎一 元安本幹部 　再任　安芸皎一 　
佐藤達夫 元法務省高級官僚 　　　　佐藤達夫 　
藤原孝夫 元国立公園部職員 　 　
日高信六郎 元外務相官僚 　　　　日高信六郎 　
三田尾松太郎 鉱山経営者，登山家 　　　　三田尾松太郎 　
山下静一 経済同友会幹事 　　　　山下静一 　
大政正隆 東大教授（森林立地学） 　　　　大政正隆 　
下泉重吉 東京教育大教授（動物学） 　　　　下泉重吉 　
津屋弘達 東大教授（火山学） 　　　　津屋弘達 　
本田正次 元東大教授（植物学） 　　　　本田正次
宮地伝三郎 京大教授（動物学） 　　　　宮地伝三郎 　
山階芳麿 山階鳥類研究所長 　　　　山階芳麿 　
辻　永 洋画家 　　　　辻　永 　
　 　 　新任 　
鏑木外岐雄 東大教授（動物学） 　　　　諸井貫一 秩父セメント社長
田中啓爾 立正大学教授（地理学） 　　　　平山孝 元運輸省官僚
武田久吉 元大学教授（植物学） 　　　　林常夫 北海道林政官僚
吉井義次 元東北大教授（植物学） 監事 　
小林義雄 国立科学博物館員（理学） 　新任　櫛田光男 不動産学
舘脇操 北海道大学教授（植物学） 　再任　藤原孝夫 　
沼田真 千葉大助教授（植物学） 　 　
加藤陸奥雄 東北大教授（昆虫生態系） 　 　
堀川芳雄 元広島大学教授（植物学） 　 　
細川隆英 福岡の自然を守る会（植物生態学）　 　
正宗厳敬 金沢大学教授（植物学） 　 　
児玉政介 元厚生省事務次官 　 　
千家啠麿 元国立公園部職員 　 　
注　1959年の役員は『国立公園』116・7号，1960年の役員は，『自然保護のあゆみ』より作成。
　　ゴチは，尾瀬保存期成同盟会員。
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の組織の自立から離れ，財政的な財界，政府への依存体質，第３に，自然
保護と開発の調和を計る路線体質をもっていたということである。
第１に，財界，政府への依存体質について分析しておこう。
こうした組織体質は，まず新組織の役員構成にはっきり現われている。
欠員だった会長，副会長に財界に顔が広い川北禎一興銀頭取や中司清鐘
淵化学工業社長らを迎えたことであり，さらに理事・評議員などにも，産
業・経済人を多く起用したことである。
設立時の財団法人日本自然保護協会の理事に選ばれたのは，表5－3に示
したように，北川禎一，中司清，田村剛，安芸皎一，大政正隆，佐藤達夫，
下泉重吉，辻永，津屋弘達，日高信六郎，平山孝，本田正次，三田尾松太
郎，宮地伝三郎，諸井貫一，山階芳麿，山下静一，林常夫の18名であった。
これらの理事の内，1959年５月に理事として選任されていた13名が理事
に再選されたことになる。新たに理事となったのは，川北禎一，中司清，
平山孝，諸井貫一，林常夫の５名だけであった。
そうした意味で新日本自然保護協会の理事構成は，旧理事の構成と大き
く変化がなかったように見受けられる。しかし実際はそうではなかった。
大きな変化の一つは，すでに明らかなように，新規に選ばれた理事のう
ち，川北禎一，中司清，諸井貫一の３名は，財界の有力者であり，林常夫
は北海道林政局のＯＢ重鎮であり，平山孝は元運輸省のＯＢであった。要
するに新協会は，会長の川北禎一，副会長の中司清という有力財界人をト
ップにすえ，さらに財界有力者諸井貫一を理事にすえ，体制的な官僚ＯＢ
をすえたのである。
こうして新体制は，新理事に加え，旧理事であった経済同友会幹事の山
下静一，元高級官僚であった安芸皓一（元安本幹部），佐藤達夫（元法務省
官僚），日高信六郎（元外務省官僚）らの政府寄りの体制的で開発を重視す
る理事が，18名中10名（財界人４人，元官僚６人）を占め，多数派を形成
した。
第２の大きな変化は，確かに18名中14名が旧理事からの移行であるが，
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旧理事の内，自然保護に熱心で尾瀬保存期成同盟に参加していた有力な理
事が，新組織の理事に選出されていなかったことである。
新組織の理事に選出されなかった旧理事は，鏑木外岐雄，加藤陸奥雄，
児玉政介，小林義雄，千家啠麿，田中啓爾，武田久吉，舘脇操，堀川芳雄，
細川隆英，正宗厳敬，沼田真，吉井義次などであったが，自然保護を重視
し，尾瀬保存期成同盟に参加していた鏑木外岐雄（東大教授，動物学），田
中啓爾（立正大学教授，地理学），武田久吉（元大学授受，植物学），小林
義雄（国立科学博物館・理学博士），４名が新理事に選出されなかった。
その他，尾瀬保存期成同盟に参加していないが，戦前来自然保護に熱心
な学者であった舘脇操（北海道大学教授，植物学），戦前来天然記念物保存
協会に属し自然保護につくしていた吉井義次（12），福岡県で自然保護運動に
参加していた細川隆英（植物生態学）（13），自然保護重視の沼田真（千葉大
教授，植物学）らが選出されなかった。
ということは，財団法人日本自然保護協会の役員体制で，自然保護を重
視する勢力が後退し，開発を重視する実業界，体制派の勢力が強められた
ということを意味した。
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表5－4　財団法人日本自然保護協会の会員数
　 個人 団体
　 人 件 口
北海道 55 11 34
東北 424 33 43
関東 285 32 62
東京 537 77 534
中部 133 55 124
北陸 61 39 66
関西 174 67 157
中国 51 28 69
四国 15 25 42
九州 161 36 94
沖縄 12 0 0
合計 1908 403 1225
注　『自然保護』78号，12頁より。
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表5－5　公共団体会員のリスト（1968年－69年現在団体加盟名簿）
公共団体名 公共団体名 公共団体名
北海道（知事　町村金五） 　（財）国立公園協会 　同志社大学観光事業研究会
　２市３町 　電気事業連合会 奈良県（知事　奥田良三）
　札幌営林局（局長　松本守雄） 千葉県（知事　友納武人） 　３村
　北海道自然保護協会（理事長　井手賁夫）　３町 和歌山県（知事　大橋正雄）
　北海道自然公園協会（会長　米田忠雄）　千葉県治山治水協会 　１市６町
青森県（知事　竹内俊吉） 神奈川県（神奈川自然保護協会，　熊野地区温泉旅館協会
　２市１町 知事　津田文吾） 大阪府（知事　佐藤義詮）
　十和田科学博物館（館長　鈴木醇） 　１町 兵庫県（知事　金井元彦）
　小川原湖博物館 山梨県（知事　田辺国雄） 　２市９町
岩手県（知事　千田正） 新潟県（知事　亘四郎） 有馬温泉観光協会
　１市２村 　２町２村 鳥取県（知事　石破二朗）
秋田県（知事　小畑勇二郎） 富山県（知事　吉田実） 　２町
　３町２村 　３町 島根県（知事　田部長右衛門）
山形県（知事　我孫子藤吉） 　富山県自然保護協会 　１市３町１村
　３町 岐阜県（知事　平野三郎） 隠岐島町村会
　酒田観光協会（会長　小山孫次郎） 　２市２村 岡山県（知事　加藤武徳）
宮城県（知事　高橋進太郎） 　飛騨木曽川国定公園協会 　１町２村
　１市４町１村 長野県（知事　西澤権一郎） 広島県（知事　永野厳雄）
　宮城県観光連盟（会長　高橋進太郎） 　１市２町３村 　２町
　塩釜市観光協会（会長　川瀬基治郎） 　穂高町観光協会 山口県
　気仙沼湾観光協会（会長　廣野善兵衛）静岡県（知事　竹山祐太郎） 　２町
　宮城町観光協会（会長　庄子長吉） 　１市４町 香川県（知事　金子正則）
福島県（知事　木村守江） 　静岡薬科大学植物研究部 　１町小豆島観光協会
　１市１町１村 愛知県（知事　桑原幹根） 徳島県（知事　武市恭信）
群馬県（知事　神田呻夫） 　１市３町 　１町
　４町１村 　（財）愛知県観光協会 高知県（知事　溝渕増己）
栃木県（知事　横川信夫） 　（財）日本モンキーセンター 　１市１町
　日光自然保護協会 　飛騨木曽川国定公園協会 愛媛県（知事　久松定武）
茨城県２町 　鳳来町観光協会 　２市８町
　水郷国定公園協会 石川県（知事　中西陽一） 福岡県
埼玉県（知事　栗原浩） 　３市１村 　２町
　１村 　白山観光協会 佐賀県（知事　池田直）
　秩父自然科学博物館 福井県（知事　中川平太夫） 長崎県（知事　佐藤勝也）
東京都 　２市１町 　２市２町１村
　２町１村 　三国町観光協会 熊本県（知事　寺本広作）
　（財）海中公園センター 滋賀県（知事　野崎欣一郎） 　１町
　国民休暇村協会 三重県（知事　田中覚） 大分県（知事　大下郁）
　（社）国土緑化推進委員会 　２市５町 　１市１町
　新宿御苑保存協会 　（財）伊勢志摩国立公園協会 宮崎県（知事　黒木博）
　森林資源総合対策協議会 　湯の山温泉協会 　１町
　東京動物園協会 京都府（知事　蜷川虎三） 鹿児島県（知事　金丸三郎）
　（社）日本観光協会 　２町 　１村
注　『自然保護』80号，81号，84号から作成。会員は40県，2府，1道，未加盟，1都，3県。
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さらに指摘すれば，財団法人日本自然保護協会は，会員に団体加盟を認
めて，団体会員として民間企業の入会を促進し，国立公園の存在する府県
の知事，市の首長あるいは地域の観光協会の会長などの公的団体の入会を
促進したのである。
ここで財団法人日本自然保護協会の会員の実態をみておこう。
何時入会したか明らかではないが，1968年頃の会員数は，表5－4に示し
たように，個人会員は1908名，団体会員は403団体であった（14）。ちなみに
当初個人会員は500円，団体会員は１口5000円であった。
個人会員は，数の上では団体会員のほぼ４倍であるが，後にみるように，
会費の面からみれば，ウエイトは著しく低かった。
では団体会員とはどのような団体だったのであろうか。団体会員は，２
種あって，一つは公的機関，もう一つは民間企業であった。
表5－5は，公的機関の団体会員リストである。
1968，69年現在で，１都１道２府46県の内，東京都，茨城，福岡，山口
の３県が未加盟であったほか，他の府県はすべて団体会員として知事が代
表として名を連ねている。さらに，市町村レベルで団体会員となっている
府県も多い。また各県内の自然保護協会や観光協会が団体加盟している府
県が少なくはない。
要するに，全国的な地方行政機関は，もともと国立公園や国定公園を観
光促進，観光による地域振興のためのものと考えていたのであるが，こう
した公的機関が日本自然保護協会という自然保護団体に広範に加入してい
るということは，日本自然保護協会がそうした機関からの圧力を受ける可
能性があるということである。
もう一つの団体会員は，民間企業であった。表5－6は，団体会員の，民
間企業名を示したものである。
瞥見して驚くのは，これらの団体会員である民間企業は，そもそも何の
組織に加盟しているのであろうか，ということである。一見して分かるよ
うに，経済開発に熱心な金融機関，日本興業銀行，日本長期信用銀行，東
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表5－6　民間団体会員のリスト（1968年12月現在団体加盟名簿）
金融関係 亀の井バス 奥飛騨観光開発 多屋林業 中央電気工業
阿波銀行 上野運輸商会 御岳開発 鉱業関係 揖斐川電気工業
群馬銀行 大分交通 木曽川観光開発 常磐炭礦 中山製鋼
佐賀銀行 鹿児島交通 段戸山観光開発組合 住友金属鉱山 日東紡績日本ヒューム管
第四銀行 九州産業交通 茶臼山観光開発組合 同和鉱業 理研ピストンリング工業
東京都民銀行 熊野交通 鶴来観光開発 中外鉱業 大日本印刷
日本興業銀行 高知県交通 名鉄不動産 日鉄鉱業 九州耐火煉瓦
日本長期信用銀行 新潟交通 八百津観光開発組合 日本鉱業 小野田セメント
八十二銀行 福島交通 江之島興産 古河鉱業 秩父セメント
広島銀行 宮崎交通 小川原湖観光開発 三井金属鉱業 大同コンクリート
宮崎銀行 佐渡汽船 近鉄伊勢志摩観光開発 三菱金属鉱業 野沢石綿セメント
野村証券 ジャパンライン 国土計画 自動車関係 小林工業
山一證券 瀬戸内運輸 殖産土地相互 日産自動車 小松原興業
日興証券 新潟臨港海海陸運送 島崎観光開発 日産ジーゼル工業 柴田興業
大和証券 名鉄海上観光船 洞爺観光開発 東洋工業 岩崎産業株式会社
住友商事 日本ライン名鉄造船 東北観光開発センター 宮崎トヨタ自動車 鉄興社
交通関係 観光業関係 長島観光開発 化学工業開発 浪速製菓
富士急行 丸沼温泉ホテル 日本無人島開発 岩淵化学工業 白鶴酒造
小田急電鉄 天草国際ホテル 三方五胡開発観光 協和発酵 スエヒロ食品
遠州鉄道 大室ヘルスホテル 三重観光開発 倉敷レーヨン 日本水産
北恵那鉄道 酔ヶ湯温泉 電力関係 出水興産 日魯漁業
豊橋鉄道 清水ホテル 北陸電力 ジークライト化学工業 大洋漁業
福井鉄道 志摩観光ホテル 関西電力 大協石油 大洋漁業長崎支社
近畿日本鉄道 南間ホテル 九州電力 チッソ 長井興農工業
相模鉄道 富士屋ホテル 四国電力 徳山曹達 福島製作所
十和田観光電鉄 淡島海洋公園 中国電力 東洋曹達工業 みつわ真珠工業
東武鉄道 竹林院群芳園 中部電力 日産化学工業 睦織物
名古屋鉄道 大分生態水族館 電源開発 保土谷化学工業 その他
南海電気鉄道 東海園株式会社 東京電力 北陸瓦斯 宮崎放送
西日本鉄道 川村噴水 東北電力 東邦天然ガス 昭文社
広島電鉄 渋川観光 北海道電力 宮崎ガス 生物映画研究所
六甲越有馬鉄道 立山黒部貫光 製紙業（森林関係） 武田薬品工業 　
八甲田ロープウエイ 丹羽造園 王子製紙 その他の産業 　
常磐交通自動車 磐田造園土木 十条製糸 川崎重工業 　
岐阜乗合自動車 梼木造園土木 本州製紙 日本冶金 　
知多乗合 尾瀬林業観光 神崎製紙 日本精工 　
宇和島自動車 熊野本宮温泉 国策パルプ 日本造船機械 　
昭和自動車庄内交通 熱海高原観光 山陽パルプ ヤンマージーゼル 　
小豆島自動車 開発観光関係 大興製糸 日本電気 　
濃飛乗合自動車 渥美観光開発 東海パルプ 東芝電気器具 　
大分バス 犬山入鹿池観光開発 九州林産 東芝電気工事 　
注　『自然保護』81号，83号，84号から作成。
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京都民銀行をはじめ，７地方銀行だけでなく，野村，山一，日興，大和の
４大証券，さらに住友商事までが団体会員になっている。
さらに観光事業に熱心な，小田急，東武，富士急，近畿日本鉄道，西日
本鉄道，南海電気鉄道，名古屋鉄道，相模鉄道など有力な鉄道企業，多数
のバスなどの交通企業に加えて多くの観光開発企業，ホテル・旅館企業な
どの観光企業が団体会員になっている。
また国立公園内の電源開発でしばしば対立してきた電力業界（９電力と
電源開発），しばしば，国立公園内の森林開発と関係する製紙業界の有力企
業，国立公園内の鉱物資源開発とも関係の深い鉱山業界の有力企業，その
他，自動車，化学工業，その他の産業の有力企業が団体会員であった。こ
れらの団体会員リストは，一見，自然保護団体の会員リストとは思えない
ほど，日本の経済産業開発，とくに観光開発に熱心な企業群である。
こうした有力大企業が日本自然保護協会に団体加盟することは，ある意
味で決して悪いことではないと思われるが，他方では，経済開発，観光開
発に邁進するこうした大企業が，国立公園内の観光開発を強力にサポート
したり，反対に自然保護に冷淡であれば，日本自然保護協会の本来の目的
を損ねるきらいがある。
日本自然保護協会は，財団法人化を機会に，組織，財政の自立化を意図
して，団体会員制を導入し，多くの民間企業，地方行政機関を団体会員と
して迎え入れ，また財界からの支援を期待して，財界人を組織の中枢に据
えた。こうした組織体制は，財団法人日本自然保護協会の設立時に，開発
と自然保護を調和させるという方針を明確化することになって現れている。
さらに協会の財政的な財界，地方政府への依存体質を協会の財政面から
確認しておこう。
財団法人化の目的の一つであった協会の財政的自立化ということであっ
たが，協会の財政を分析すると，財団法人日本自然保護協会の財政的自立
化とは建前に過ぎず，協会の収入は，財界依存，団体依存の傾向が明るみ
になる。
高度成長期における国立公園行政当局の自然保護政策の展開
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表5－7に示したように，日本自然保護協会の1960年の歳入（決算）は，
総収入262.8万円の内，会費収入は，194.5万円で，総収入の74％であった。
その会費収入の内，団体会費は184.4万円・約120団体分（額の３分の１が
会員数）（収入全体の70.1％），個人会費は，10.1万円・約202人分（同じく
3.8％）で，財界，地方行政機関からなる団体会費の比重が圧倒的に高い。
寄付金収入は65万円（全体の24.7％）であるが，実際は財界，官公庁から
のもと思われ，総体として財界・団体への依存が高い。
法人化６年後の1966年の日本自然保護協会の歳入（決算）は，設立時と
違った収入構造を示すが，財界，地方行政機関への収入依存は明白であっ
た。
1966年の総収入は，1467.7万円であったが，会費収入は，562.9万円（全
体の38.3％）であり，1966年の会費収入の比重は半減した。しかし団体会
費は510.2万円・約330団体分（全体の34.7％）であったが，個人会費は52.7
万円・約1054人分（全体の3.5％）にしか過ぎなかった。
表5－7　日本自然保護協会の収入（決算）　　構造単位万円
費目 1960年度 1966年度 1970年度
繰越金 7.4（ 0.5） 23.6（ 0.9）
利子収入 11.7（ 0.7） 20.2（ 0.8）
会費 194.5（74.0） 562.9（ 38.3） 694.1（ 29.0）
　補助会費 123.0（ 5.1）
　団体会費 184.4（ 70.1） 510.2（ 34.7） 382.4（ 15.9）
　個人会費 10.1（ 3.8） 52.7（ 3.5） 188.6（ 7.8）
寄付金 65.0（ 24.7） 169.5（ 11.5） 204.4（ 8.5）
補助金 　
事業収入 593.8（ 40.4） 1431.8（ 59.8）
　刊行物 37.0（ 2.5） 111.6（ 4.6）
　受託事業費 556.8（ 37.9） 996.0（ 41.6）
　事業補助金 277.2（ 11.5）
雑収入 93.2（ 6.3）
その他収入 30.0（ 2.1） 16.5（ 0.6）
合計 262.8（100.0） 1467.7（100.0） 2390.8（100.0）
指数 100 558 909
注　前掲『自然保護のあゆみ』資料から作成。
179
団体会費の比重が半減した分，どのような収入が増えたかが問題である。
それは，協会の自立化を象徴する事業収入の存在である。設立時にはなか
った事業収入は，1966年には593.8万円（全体の40.4％）であり，協会財政
の自立化をよく示している。
しかしその内訳をみると，協会の刊行物の収入は114万円（全体の7.7％）
にしか過ぎない。他方，受託事業費は，620万円（全体の42.2％）という高
い比重率を示している。
1966年の寄付金は，169.5万円（全体の11.5％）で創立時の比重（24.7
％）より半減したが，財界からの寄付が予想され，財界，団体への収入依
存を補強している。
ところで，受託事業費とは何か。これは，厚生省，文部省，農林省など
政府諸官庁，都道府県さらに市町村の自治体から委託をうけて協会がおこ
なう学術研究調査の費用である。協会は，表5－6に示したように一連の学
術調査をおこなったが，その費用は，協会の独自費用ではなく，受託を受
ける他団体から支払われる委託費なのであった。したがって協会の財政は，
これら委託先に大きく依存していたということになる。
ここで受託事業の実態をみておこう。
表5－8は，日本自然保護協会のおこなった委託調査と委託先を示したも
のである。
1961年から1973年まで45の調査報告書が刊行されたが，その内の１報告
は，調査でない意見書であり，委託先が明記されないか，あいまいなもの
は６報告，調査報告を見られず委託先が不明のもの５報告であった。結局，
委託先がはっきりしているのは33報告であった。
それらの33報告内，25報告が県（複数の県，市町村の委託のもの数ケー
ス）からの委託であった。残りの報告は，官庁（厚生省３，農林省２，建
設省１）からの委託６件，民間企業からの委託２件（電源開発１，三菱金
属鉱業１）であった。
以上のように，日本自然保護協会の学術調査の依頼先は，おもに地方自
高度成長期における国立公園行政当局の自然保護政策の展開
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表5－8　日本自然保護協会の学術調査報告と委託先
調査報告名 刊行年次 委託主
白山国定公園の生態学的研究（第１号） 1961 一部の調査費国立公園協会
南アルプス塩見岳，荒川岳，明石岳付近の学術調査報告（第４号） 1961 長野営林局
鳥海山国定公園候補地学術調査報告書（第５号） 1963 鳥海国定公園期成同盟
祖母山原生林地域の生態学的調査（第６号） 1963 九大の費用，一部本協会
山陰海岸国立公園候補地学術調査報告（第７号） 1963 兵庫県
大雪火山群の研究（第８号） 1963 明記なし
青森県景観資源調査報告書（第９号） 1963 青森県
吉野熊野国立公園大台ケ原山・大峰山脈自然保護調査報告（第10号） 1963 明記なし
自然公園における自然保護問題（第12号） 1964 厚生科学研究費
足摺国定公園宇和海海中公園報告（第13号） 1965 愛媛県
高知県竜串・沖ノ島周辺海中公園調査報告（第14号） 1965 明記なし
黒部・立山地区の観光資源および保護開発に関する調査報告書（第15号） 1965 名古屋営林局
若狭湾国定公園学術調査報告（第16号） 1965 福井県
壱岐，対馬自然公園学術調査報告書（第19号） 1965 長崎県
三重県熊野市二木島湾海中公園報告（第20号） 1965 三重県
能登半島海中公園調査報告（第21号） 1965 石川県
海中公園の設定に関する研究（第23号） 1966 厚生科学研究費
筑波山自然公園学術調査報告（第24号） 1966 茨城県
栗駒自然公園学術調査報告（第25号） 1966 秋田，岩手，宮城の３県
越前海岸自然公園学術調査報告（第26号） 1967 福井県
和歌山県海中公園調査報告（第27号） 1967 和歌山県
和歌山県自然景観地調査報告（第28号） 1967 和歌山県
会津駒ヶ岳・田代山・帝釈自然公園学術調査報告（第29号） 1968 福島県
宮崎県海中公園学術調査報告（第30号） 1967 宮崎県
伊勢志摩国立公園計画再検討並学術調査報告（第31号） 1968 三重県
氷ノ山・後山・那岐山国定公園候補地学術調査報告（第32号） 1968 岡山，鳥取，兵庫の３県
加賀海岸国定公園候補地学術調査報告（第33号） 1969 石川県と加賀市
越後三山・只見自然公園学術調査報告書（第34号） 1969 新潟，福島の２県
自然公園区域内における騒音及び湖沼保護の規制に関する研究（第35号） 1970 厚生科学研究費
中部山岳国立公園乗鞍地区学術調査報告（第36号） 1971 岐阜県
津軽半島・岩木山自然公園学術調査報告（第37号） 1971 青森県
日光国立公園沼原揚水発電計画に関する調査報告書（第38号） 1971 電源開発
和泉葛城山系自然公園学術調査報告（第39号） 1971 大阪府，和歌山県
熊野枯木灘自然公園学術調査報告（第40号） 1972 和歌山県
西武蔵自然公園学術調査報告（第41号） 1973 埼玉県
後生掛地区地熱発電所計画に伴う学術調査報告（第42号） 1973 三菱金属鉱業
清津川ダム計画に関する学術調査報告（第43号） 1973 建設省（北陸地建）
男鹿半島自然公園学術調査（第44号） 1973 秋田県
大山隠岐国立公園大山地区学術調査報告（第45号） 1973 鳥取県
注　『自然保護のあゆみ』資料より作成。
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治体からであり，わずかであるが，中央官庁からと民間からもあった。結
局，日本自然保護協会の学術調査の自立性を示す協会財政による調査は，
皆無であった。日本自然保護協会は，自前の独自財政による学術調査をお
こなっていないのである。
ここから直ちに日本自然保護協会の学術調査の自立性が失われると断定
はできないが，しかし，ほとんどの学術調査が県や中央官庁，時には民間
企業の委託に依存しているという客観的な事実は，日本自然保護協会の学
術調査の自立性を失わせる可能性をもっていると指摘しておかなければな
らない。
以上のように，財団法人日本自然保護協会の財政的自立化は，結局，協
会の収入が，財界，諸官庁，自治体といういわば体制側に大きく依存し，
本来の組織自体の自立性とは異なっていたということである。
ある組織の財政的自立とは，アメリカやイギリスの環境・自然保護団体
のように，財界の支援や政府系の補助金ではなく，組織構成員個人の会費
を基礎にしてのみ成り立つことである（15）。
もともと日本自然保護協会は，アメリカの国立公園の自然保護に熱心な
シエラクラブのように，自然保護を重視する個々の市民により，かつそう
した市民の会費によって自立した性格を保持した組織ではなく，戦後の成
立期に国立公園行政当局に密接した学者・文化人と元国立公園行政官僚を
中心とした組織であり，多分に政府の基本政策に依拠した体制的な性格を
もった組織であった（16）。
財団法人日本自然保護協会は，財界や政府や地方自治体への財政的依存
によって，必ずしも組織の自立性を維持していくことが難しくなる。
こうした収入構造は，1970年も変わらない。
日本自然保護協会の活動が定着してきた1970年度の協会の収入構造を
みると，1966年度の収入構造が定着してきていることがわかる。
1970年度の総収入は，2390.8万円であったが，会費収入は，694.1万円
（29％）で，1966年度よりさらにウエイトを減じている。団体会費は，382．
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4万円（15.9％）であるが，個人会費は188.6万円（7.8％）で，1966年度よ
り倍増して，市民的な自然保護組織としての健全化を示唆している。
団体会費の財政的ウエイトが低下し，財界への依存度が低下ししている
のは事実であるが，事業収入1431.8万円（59.8％）のうち，相変わらず受
託受業費が996.0万円（41.6％）であり，諸官庁，自治体からの委託調査費
が著しく大きいことがわかる。また事業収入のうち，1968年度から記載さ
れている諸官庁からの事業補助金が，277.2万円（11.5％）で結構な大きさ
である。
以上のように，1970年度の収入構造は，企業，業界，自治体等の団体会
費のウエイトは，15.9％と著しく低減しているが，他方では，諸官庁，自
治体等からの受託受業費が41.6％，事業補助金11.5％，併せて53.1％にも
なり，諸官庁，自治体等の政府系からの収入が過半を占め，団体会費15.9
％などを含めれば，財団法人日本自然保護協会の収入は，７割方が，財界，
政府の資金によって賄われているという構造が明確になる。
第３の自然保護と開発の調和を計る路線体質についてみてみよう。
この点については，すでに財団法人日本自然保護協会の設立事情の検討
の際に『自然保護のあゆみ』などで指摘されたとおりであり，本稿の（４）
ですでに明らかにしたことである。
財団法人日本自然保護協会が，自然保護について，予め「これまでのよ
うに単に開発反対ばかりでは無理で，開発と自然の調和，つまり，産業と
の調和との調整役」を果たすべきだという位置付けは，まさに財界や政府
や地方自治体への財政的依存によって必然的に生み出されたものである。
財団法人日本自然保護協会のこうした傾向は，高度成長期以降に一貫し
たものであり，また日本の自然保護運動に大きな影響を与えることになっ
た。
すでに指摘してきたように，財団法人日本自然保護協会は，高度経済成
長期に入って産業開発，とくに観光開発を優先する政府の政策のもとで，
自然を破壊する開発計画に絶対反対を唱えることが少なく，産業開発と自
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然保護の調和を計るという論理で，多くの産業開発計画，とくに観光開発
計画に賛同し自然保護を軽視してきたのである。
かくして，財団法人化した日本自然保護協会は，設立趣意書にあるよう
に，単に開発反対を唱えるのでなく，自然保護と開発の調和を強調し，財
政確立のため財界の支援を期待し，財界人を主要役員に据え，元官僚を理
事に配置し，以前よりはるかに体制的な布陣を敷いた。
こうした財団法人日本自然保護協会は，重要な国立公園内の産業開発計
画にたいして意見，陳情をおこなったが，すでにみたように，国立公園行
政当局と同じように対応しただけであって，国立公園行政当局の方針と大
幅に異なる意見を提起したことはほとんどなかった。
この点は，個々の重要な国立公園内の産業開発計画に反対する自然保護
運動について考察する際により明確にすることにしたい。
財団法人日本自然保護協会は，高度成長期に提起された国立公園内の開
発計画あるいは自然保護に必要な問題について多くの意見書あるいは陳情
書を提出してきた。
一般的に言えば，財団法人日本自然保護協会は，国立公園内の開発計画
が提起されると，かなり批判的な意見を述べ，自然保護のために開発に反
対し，計画が強行されようとする場合には，修正案，開発と自然保護の調
整案を提起してきた。しかし国立公園行政当局が下した結論にたいしては
それを追認し，国立公園行政当局の意向に反して当初の批判を貫いたり，
国立公園行政当局に反旗をひるがえすことはなかった。それは，財団法人
日本自然保護協会の体質を如実に物語っている。
以上のように，高度経済成長期における国立公園行政当局による自然保
護政策は，安上がりの貧しい財政と脆弱な機構の国立公園行政にわざわい
されて，十分に機能することができなかった。
しかもわが国初めての本格的な自然保護団体でありながら，財団法人日
本自然保護協会は，そうした国立公園行政当局の不充分な政策，とくに実
効性を著しく欠いた自然保護政策を追認し，戦後の成立期に持っていたよ
高度成長期における国立公園行政当局の自然保護政策の展開
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うな，国立公園行政当局の限界を突破し，国立公園行政当局に積極的な自
然保護政策の実施を迫っていく力量を発揮していくことはなかった。
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